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所長 栗田卓也

テレワークが人材確保に
与える影響と今後の対応策

3月11日
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１．現状の確認

２．長期的な人手不足に備える必要性

３．テレワークに対する求職者の反応

４．今後の対応策
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出典：「第6回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（内閣府）

就業者就業者のテレワーク実施率は一時期より減少傾向に

出典：「第14回働く人の意識調査」（日本生産性本部）

直近は
14.8％

＜現状の確認＞
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出典：令和5年版情報通信白書（総務省）

企業企業側のテレワーク制度導入割合は頭打ち
＜現状の確認＞
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【図1】　企業規模別のリモートワークの取り組み状況 直近調査n=847

＜企業＞動向

33.8

31.7

51.2(現在実施してない)

61.0

38.3

13.5

20.2

16.4

16.2

24.5

19.6

16.0

14.7

16.9

9.6

12.6

22.3

15.8

17.6

15.2

6.1

13.4

23.7

14.2

19.6

16.7

7.0

11.1

20.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(2023年10月)

全体(2022年6月)

全体(2021年12月)

50名以下(247)

51～300名(251)

301名以上(349)

現在も実施していないし、したこともない 現在は実施していないが、以前はしていた

週1日程度の実施 週2日程度の実施

週3日以上の実施

全体

全体

全体

企業

出典：「2023年11月度マイナビ中途採用・転職活動の定点調査」（マイナビ）

昨年は減少に転じ、曜日も週１～２日が多い
従業員規模の大きな会社ほど導入割合は高い

＜現状の確認＞
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現在も実施していないし、したこともない 現在は実施していないが、以前はしていた 週1日程度の実施 週2日程度の実施 週3日以上の実施
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出典：「2023年11月度マイナビ中途採用・転職活動の定点調査」（マイナビ）

企業対面サービス中心の業界ほど、実施率が低い
一方、このままでは人員確保がより難しくなる可能性も

＜現状の確認＞
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【図2】　リモートワーク実施している理由（リモートワークを実施している企業

n=392）
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出典：「2023年11月度マイナビ中途採用・転職活動の定点調査」（マイナビ）

実施理由は「ワークライフバランス」
と「採用の優位性」「業務効率化」

＜現状の確認＞
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２０４０年には９８０万人の人手不足に陥る

出典：『つむぐキャリア』マイナビ

＜長期的な人手不足に備える＞
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産業としては「医療・福祉」「宿泊・飲食」「建設」
で不足が顕著に
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2040年の就労者数（労働供給）（万人）

420万人
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不足

104万人
不足

＜データ作成＞
総務省統計局「労働力調査」と文部科学省「学校基本調査」のデータを基に、2040年の労働需要と労働供給に関する推計値を三菱UFJリサーチ＆コンサルティングと共同で算出。
三菱UFJリサーチ＆コンサルティングによる産業ごとのGDP予測に加え、労働力の産業間移動等を考慮し、2040年の産業別労働需要人数と労働供給人数を算出。 出典：『つむぐキャリア』マイナビ

＜長期的な人手不足に備える＞
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職種としては「サービス職」「専門職・技術職」
で不足が顕著に
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＜データ作成＞
総務省統計局「労働力調査」より、2021年のデータから産業ごとに計算した各職業の割合を、2040年の労働需要・供給の推計値に乗じ、産業別職業別の労働需要・供給を計算。
職業ごとに合計し、職業別の労働需要・供給を算出。 出典：『つむぐキャリア』マイナビ

＜長期的な人手不足に備える＞
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2023年 転職者 (800) 82.0 78.5 79.2 75.5 75.4 73.6 67.7 63.5 66.8 65.7 60.9 52.4 47.3 47.4 45.9
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2022年 全体 「強いこだわりがある(あった)」（SA） 2023年 全体 「強いこだわりがある(あった)」（SA）

【図3】転職活動においてこだわった点

就業者
転職活動でこだわった点では11位→8位と
こだわりポイントして順位をあげている

出典：「マイナビ転職者の行動特性調査」（マイナビ）

＜テレワークに対する求職者の反応＞
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出典：「マイナビライフキャリア実態調査2023年度」（マイナビ）
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社内評価の高い人ほどテレワーク制度の導入・継続
を希望する割合が高い

就業者

Q1:2023年3月時点の勤務先での直近のご自身の評価について、近いものをお選びください。
Q2：今後、テレワークやリモートワークの制度の導入・継続を希望しますか。
（ ）内は回答人数 正社員限定で集計

Q1（自身の評価について）妥当な評価を得ていた。
Q2：今後、テレワークやリモートワークの制度の導入・継続を希望しますか。
（ ）内は回答人数 正社員限定で集計

＜テレワークに対する求職者の反応＞
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出典：「マイナビライフキャリア実態調査2023年度」（マイナビ）

社内評価の高い人ほど地方移住を検討・実施する
傾向がみられる

就業者

Q1:2023年3月時点の勤務先での直近のご自身の評価について、近いものをお選びください。
Q2：テレワークやリモートワーク等の活用が進んでいますが、現在のお勤め先で仕事内容や賃
金が変わらないとしたら、現在お住いの都道府県から他の地域に移住してみたいと思いますか。
（ ）内は回答人数 正社員限定で集計

Q1（自身の評価について）妥当な評価を得ていた。
Q2：テレワークやリモートワーク等の活用が進んでいますが、現在のお勤め先で仕事内容や賃
金が変わらないとしたら、現在お住いの都道府県から他の地域に移住してみたいと思いますか。
（ ）内は回答人数 正社員限定で集計

＜テレワークに対する求職者の反応＞
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出典：「マイナビライフキャリア実態調査2023年度」（マイナビ）
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＜テレワークに対する求職者の反応＞
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https://www.razona.jp/

＜テレワーク実施企業の事例紹介＞

「地方創生テレワークモデル創出事業」北海道ワーケーション

https://www.chisou.go.jp/chitele/wp/wp-content/uploads/2023/04/2022jirei_model1.pdf

社員の多様な働き方を応援

https://www.razona.jp/recruit/note/

＜今後の対応策＞

https://www.razona.jp/
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https://www.razona.jp/

＜テレワーク実施企業の事例紹介＞

代表取締役CEO
村元啓介インタビュー

Q:テレワークを推進したことで採用に関してどのような影響がありましたか

Q:テレワークを推進したことで人材育成に変化がありましたか

Q:テレワークを推進したことで経営に対する効果がありましたか

Q:今後の自社におけるテレワーク推進上の課題は何ですか

ここ3年で10名程の採用。テレワークにより全国採用が可能になり、
これまで採用出来なかった地域（大阪・名古屋）の人材が採用できた。
また、既存の社員が様々な理由で地方（山梨・長野・茨城）に転居する際、
退職させずに雇用を継続させることができた。（リテンション効果）

リアルな職場であれば身近で部下を指導できる環境がテレワークで変化したことで、
人材育成の必要性を感じ、人材育成の機会を意図的に増やした。
人事評価に関しても業務タスクを分解して、成果物を中心に細やかに評価するように変化した。

会社のブランディグや社員の帰属意識に関して、プラスに働いたと感じている。
また、業務の見える化や、教育の仕組みが推進された。

経営者が感じている危機感や空気感の共有はやはり難しいところがある。
またリアルな職場では当たり前に共有されていた同僚の仕事に取り組む姿勢や頑張りなど、
他の社員と自分の仕事を比較することで得られる成長機会が減ってきていると感じる。
このあたりをどのように制度に落とし込み、社内文化として伝えていくかが課題。

＜今後の対応策＞

https://www.razona.jp/
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カテゴリ 具体的な仕事内容と働き
方

現在置かれている状況

領域①
定型×組織内

企業に正社員として雇用
された状態で、マニュア
ル化された業務を行う技
術職や指示どおりに業務
を行う営業補助職が代表
的。かつての一般職のイ
メージ

人材不足や人件費削減、DX推進の影響も
あり、機械化・AI化による省力無人化や、
業務自体をアウトソーシングする等、自社
内で従事させる人員は削減傾向にある。

領域②
定型×市場化

仕事内容は領域①と同じ
だが、派遣社員やパー
ト・アルバイトとして従
事する。

領域①からの人材流入がみられるが、省力
無人化の影響もあり、大きく増加すること
はない。今後、DX推進がすすめば、減少
すると考えられる。

領域③
非定型×組織
内

企業に正社員として雇用
された状態で、マニュア
ル化できない業務を行う。
一般的に「総合職」が多
いが、IT専門職や研究・
開発を目的とした技術職
は領域③に含まれる。

領域①②に示されるようなマニュアルを作
成したり、省力無人化のための技術を開発
したりする非定型の仕事自体は増える傾向
にある。しかし、一部のクリエイティブ職
を除くと、「総合職」と呼ばれる人々のな
かにも実際にはマニュアル化された仕事や、
指示された業務のみを行う人も含まれ、今
後、その見極めが進むことが予想される。
その結果、定型の仕事（領域①②）だと判
断された場合は領域③から意図せず押し出
される人もいると考えられる。

領域④
非定型×市場
化

仕事内容は領域③と同じ
だが、企業に雇用される
のではなくフリーランス
として業務委託を受けた
り、自身で起業したりし
て業務を行う。また企業
に雇用されていた人が転
職しようとするタイミン
グも一時的にこの領域に
含む。

リスキリング等を経て、領域①～③から人
材が流入しており、規模としては大きくな
いものの増加傾向にある。人材流動化が進
むなか今後も増加すると予想されるが、な
かには意図せず、十分なスキル・能力が身
につかないまま領域④に押し出されている
人々もいると考えられ、成功しているか否
か、その成否がわかれる領域でもある。

以前の労働市場

現在の労働市場

出典：『つむぐキャリア』マイナビ

以前と比較して「働き方（雇用形態）」は多様化している
＜今後の対応策＞
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都市圏 地方圏
・業務タスクの整理
・インフラの投資
・マネジメント人材の再教育

地方の優秀な人材の獲得
グローバル対応

大都市圏の優秀な人材の知見活用
関係人口の構築

＜今後の対応策＞
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今後も企業がテレワークを継続した方が良い理由

・労働人口減少への対応

・優秀人材の確保

・多様な人材のリテンション

・海外人材や副業兼業人材の活用


